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議案第 ３１ 号 

令和７年度府中市一般会計補正予算(第７号) 

令和７年度府中市の一般会計の補正予算(第７号)は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２４５，４２２千円を追

加し、歳入歳出それぞれ２３，６４４，５９２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の追加及び変更は、「第３表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

令和８年２月２６日提出 

府中市長 小 野 申 人 
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1 5,079,488 40,000 5,119,488

1 市民税 2,071,142 80,000 2,151,142

2 固定資産税 2,258,089 △35,000 2,223,089

6 都市計画税 363,703 △5,000 358,703

3 4,530 5,500 10,030

1 利子割交付金 4,530 5,500 10,030

4 38,051 179 38,230

1 配当割交付金 38,051 179 38,230

5 49,160 6,270 55,430

1 株式等譲渡所得割交付金 49,160 6,270 55,430

6 122,040 △9,446 112,594

1 法人事業税交付金 122,040 △9,446 112,594

7 1,010,549 81,443 1,091,992

1 地方消費税交付金 1,010,549 81,443 1,091,992

8 28,219 △7,778 20,441

1 環境性能割交付金 28,219 △7,778 20,441

9 35,880 △302 35,578

2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別
交付金

12,632 △302 12,330

12 46,600 △971 45,629

1 分担金 14,277 △971 13,306

14 3,884,864 △50,204 3,834,660

1 国庫負担金 2,301,956 △47,996 2,253,960

2 国庫補助金 1,580,062 △2,208 1,577,854

15 1,674,640 △45,618 1,629,022

1 県負担金 1,083,362 △198 1,083,164

2 県補助金 440,289 △45,420 394,869

県支出金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

分担金及び負担金

国庫支出金

市税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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16 26,891 4,516 31,407

1 財産運用収入 7,744 9,099 16,843

2 財産売払収入 19,147 △4,583 14,564

17 404,476 163,154 567,630

1 寄附金 404,476 163,154 567,630

18 148,145 △37,221 110,924

2 基金繰入金 138,929 △37,221 101,708

20 912,570 △1,600 910,970

4 雑入 418,083 △1,600 416,483

21 1,911,700 97,500 2,009,200

1 市債 1,911,700 97,500 2,009,200

23,399,170 245,422 23,644,592歳　　入　　合　　計

財産収入

寄附金

繰入金

諸収入

市債

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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1 200,773 △4,423 196,350

1 議会費 200,773 △4,423 196,350

2 3,425,947 33,509 3,459,456

1 総務管理費 2,904,190 37,559 2,941,749

2 徴税費 233,575 △1,100 232,475

3 戸籍住民基本台帳費 161,278 △1,830 159,448

6 監査委員費 23,638 △1,120 22,518

3 7,917,894 △188,472 7,729,422

1 社会福祉費 4,185,948 △100,249 4,085,699

2 児童福祉費 3,133,041 △48,113 3,084,928

3 生活保護費 595,405 △40,110 555,295

4 3,263,761 △6,587 3,257,174

1 保健衛生費 2,016,935 49,771 2,066,706

2 清掃費 1,246,826 △56,358 1,190,468

6 519,091 3,271 522,362

1 農業費 342,261 9,976 352,237

2 林業費 176,830 △6,705 170,125

7 797,737 30,082 827,819

1 商工費 797,737 30,082 827,819

8 1,860,535 △26,246 1,834,289

1 土木管理費 290,932 △5,900 285,032

2 道路橋梁費 662,702 5,020 667,722

5 都市計画費 864,278 △17,006 847,272

6 住宅費 22,119 △5,000 17,119

7 地籍調査費 17,104 △3,360 13,744

9 778,897 28,866 807,763

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

歳　　出

議会費

総務費

民生費

衛生費

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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1 消防費 778,897 28,866 807,763

10 1,944,178 △53,962 1,890,216

1 教育総務費 615,913 △26,817 589,096

2 小学校費 154,601 △700 153,901

3 中学校費 231,427 △600 230,827

4 社会教育費 308,127 △6,200 301,927

5 社会体育費 287,558 △18,995 268,563

6 学校給食費 346,552 △650 345,902

13 89,095 429,384 518,479

1 基金費 89,095 429,384 518,479

23,399,170 245,422 23,644,592

諸支出金

歳　　出　　合　　計

款 項 補正前の額

教育費

補　正　額 計

 千円  千円  千円
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第２表　繰越明許費補正

（追　加）

単市分事業経費 4,100

桜が丘団地販売促進事業経費 1,800

６ 農 林 水 産 業 費 １ 農 業 費 野生鳥獣被害対策経費 3,000

地域農政対策経費 31,500

７ 商 工 費 １ 商 工 費 商工業振興事業経費 50,000

林業振興施設整備経費 36,344

農業体質強化基盤促進事業経費 6,635

２ 林 業 費 小規模崩壊地復旧事業経費 5,283

基幹水利施設補修事業経費 890

県営ため池等整備事業経費 19,023

２ 徴 税 費 一般事務経費 1,957

社会資本整備総合交付金事業（単独分） 5,000

４ 河 川 費 河川改修経費 495

排水路（浸水）対策事業経費 19,809

橋梁長寿命化事業経費（単独） 13,300

橋梁長寿命化事業経費（補助） 91,390

65,290安全・安心な通学路の確保事業経費

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

５ 都 市 計 画 費 単独事業経費 18,675

補助事業経費 7,500

８ 土 木 費 １ 土 木 管 理 費 生活路線バス等対策経費 8,000

２ 道 路 橋 梁 費 辺地対策事業経費 5,907

４ 衛 生 費 １ 保 健 衛 生 費 地域保健対策費 191,397

４ 選 挙 費 府中市長及び府中市議会議員選挙費 970

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 防犯対策事業経費
千円

1,500

３ 民 生 費 ２ 児 童 福 祉 費 物価高対応子育て応援手当支給事業経費 8,148
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（追　加）

過年発生災害復旧事業経費 8,357

都市再生整備計画事業経費 49,793

住環境整備事業経費 500

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 狭あい道路整備等推進事業経費
千円

1,232

１１ 災 害 復 旧 費 １
農林水産施設災
害 復 旧 費

現年発生災害復旧事業経費 15,539
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第３表　債務負担行為補正

  （追　加）

  （変　更）

令和17年度

千円

学校施設・スポーツ施設等ＬＥＤ化整備事業
令和8年度

～ 567,820

事 項 期 間 限 度 額

千円

栗柄下川辺線他道路改良工事委託料
令和8年度

～ 51,679

令和21年度

補 正 前

事 項 期 間 限 度 額

保育業務等支援システムリース料

令和8年度

～ 31,078

令和12年度

学校給食調理・配送業務委託料

令和8年度

～ 356,473

令和10年度
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～ 501,072

令和17年度

千円

学校施設・スポーツ施設等ＬＥＤ化整備事業
令和8年度

補 正 後

事 項 期 間 限 度 額

保育業務等支援システムリース料
令和8年度

～ 27,294

令和12年度

学校給食調理・配送業務委託料
令和8年度

令和10年度

～ 322,323
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第４表　地方債補正

　(変　更)

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

文 化 施 設 整 備 事 業 504,400

都 市 再 生 整 備 事 業 160,200

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 420,400

農 林 業 施 設 整 備 事 業 66,600

防 災 施 設 整 備 事 業 3,500

道 路 整 備 事 業 202,800

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 5,400

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

文 化 施 設 整 備 事 業 494,400

都 市 再 生 整 備 事 業 159,700

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 512,900

農 林 業 施 設 整 備 事 業 60,100

防 災 施 設 整 備 事 業 2,900

道 路 整 備 事 業 227,900

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 2,900

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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１　総　　括

（歳　　入）

1 市税 5,079,488 40,000 5,119,488

3 利子割交付金 4,530 5,500 10,030

4 配当割交付金 38,051 179 38,230

5 株式等譲渡所得割交付金 49,160 6,270 55,430

6 法人事業税交付金 122,040 △9,446 112,594

7 地方消費税交付金 1,010,549 81,443 1,091,992

8 環境性能割交付金 28,219 △7,778 20,441

9 地方特例交付金 35,880 △302 35,578

12 分担金及び負担金 46,600 △971 45,629

14 国庫支出金 3,884,864 △50,204 3,834,660

15 県支出金 1,674,640 △45,618 1,629,022

16 財産収入 26,891 4,516 31,407

17 寄附金 404,476 163,154 567,630

18 繰入金 148,145 △37,221 110,924

20 諸収入 912,570 △1,600 910,970

21 市債 1,911,700 97,500 2,009,200

23,399,170 245,422 23,644,592歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

（千円） （千円）

給　　料 △ 56,500

職員手当 94,890

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初任給

増減事由別内訳 説　　　明

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う
増 減 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 56,500

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 94,890

区　　　　　　　　　　分 一　　般　　職 技能業務職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 346,487 348,540

令和８年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 385,472 367,036

平 均 年 齢 ４３歳８月 ５１歳８月

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 333,897 332,064

令和７年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 372,873 345,301

平 均 年 齢 ４３歳８月 ５５歳４月

区　　　　　分 学　　　歴 一　　般　　職（円） 技能業務職(円）

令和８年１月１日現在

高 校 卒 206,700 205,000

大 学 卒 232,000 －

区　　　　　分 学　　　歴
国　　 の　　制　　度

行政職一（円） 行政職二（円）

－

令和８年１月１日現在

高 校 卒 200,300 198,200

大 学 卒 232,000
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　ウ　級別職員数

級

(100.0)

(100.0)

　　（級別の基準となる職務）

７　級

　エ　期末手当・勤勉手当

　オ　地域手当

　カ　その他の手当

市： 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

国； 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

2.00 9.00 20.00

東京都特別区

0.00 9.00 20.00

0 2 0

(1) (100.0)

(100.0)

６級

７級

計

(1)

２級

３級

４級

５級

６級

(80.0)

21.1

１級

91 27.5

70

１級

２級

３級

(4)
４級

５級

７級

計

4.5

１級

２級

３級

４級

５級

(16.7)

(83.3)
令和８年１月１日現在

11 3.6

(100.0)

１級

３級

４級

５級

６級

令和７年１月１日現在

(1)

(5)

(6)

69

13.3

区　　　　　分
一　　　般　　　職 技　能　業　務　職

職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

２級

6.7

68 21.4 12 80.0

30 9.4 2

318

65 20.4

37 11.6

15

99 31.1

７級

計
100.0 15

1

６級

38 11.5

100.0

8 2.5

1 7.7

20.8 12 92.3

0.0

(20.0)

8 2.4

40 12.2

７級

６　級

331 13 100.0
計

(5) (100.0)

100.0

主任
技術主任

係長 課長

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主事
技師

技術職
部長

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

備　　考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

一　般　職
主任主事
主任技師

主任技術職

補 正 後 2.300 2.350 4.650

補 正 前 2.300 2.350 4.650

国 の 制 度 2.300 2.350 4.650

支 給 対 象 地 域 府中市 広島市

支 給 率 （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ）

12,000円

27,000円

16,000円

28,000円

国の支給基準に基づく支給率（％）

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

通 勤 手 当 同じ。

扶 養 手 当 同じ。

住 居 手 当 異なる。

家賃額に対する支給基準が異なる。

(1)

(1)

(1)

- 88 -


	0　一般会計条文
	1-1　第１表歳入
	1-2　第１表歳出
	2　第２表繰越明許費補正
	3　第３表債務負担行為補正
	4　第４表地方債補正
	5-1　歳入総括表
	5-2　歳出総括表
	5-3　歳入事項別明細書
	5-4　歳出事項別明細書
	6　給与費明細書



